
団体名： 岡崎商工会議所

得られた効果 備考

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 92.0 ％） （達成度 117.0 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 111.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ａ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 103.0 ％） （達成度 66.8 ％） Ａ Ｂ 両方上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 365.0 ％） （達成度 101.4 ％） Ａ Ｂ
①現状維持②

上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 両方変更する

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 129.5 ％） （達成度 107.0 ％） Ａ Ｂ
①上げる②現

状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 99.1 ％） （達成度 86.3 ％） Ａ Ｂ
①現状維持②

下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

回数や出席者数の
みではなく、参加
者が満足できるよ
う内容重視で実施
していく。

目標
数値

750
実績
数値

743
目標
数値

160

指標
事業参加延人数 自己研鑽や相互啓発活動

を通じて若手経営者等が
知識や知恵を習得し、企
業の持続的発展、ひいて
は地域社会の発展に寄与
した。
また、若手経営者・後継
者等の相互の交流と連携
を深めることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
138

若手後継者等育成
事業

(女性部事業)

中小・小規模企業経営に携
わる女性経営者の研鑽・啓
発活動等を通して、経営者
としての資質や能力の向上
を図ることにより、地域経
済の発展に資することを目
的とする。
また、会員相互の親睦を深
め、女性部事業の円滑な遂
行を図る。

・研修会・講演会・視察会
10回
・地域活性化活動　2回
・会議　35回
（上記事業参加人数延　743
人）
・催事(ボーリング大会、大
反省会）2回　138人

女性経営者等

指標
事業参加人数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

回数や出席者数の
みではなく、参加
者が満足できるよ
う内容重視で実施
していく。

目標
数値

2,800
実績
数値

3,625
目標
数値

事業参加人数
指標

事業参加延人数 自己研鑽や相互啓発活動
を通じて若手経営者等が
知識や知恵を習得し、企
業の持続的発展、ひいて
は地域社会の発展に寄与
した。
また、若手経営者・後継
者等の相互の交流と連携
を深めることができた。

総
合
評
価

Ａ

200
実績
数値

214

若手後継者等育成
事業
（青年部事業）

中小・小規模企業経営に携
わる若手経営者・後継者等
が自己研鑽・相互啓発活動
等を通して、経営者として
の人格や教養、経営能力の
向上を図ることで、企業の
持続的発展ひいては地域社
会の発展に寄与する。
また、会員相互の親睦を深
め、青年部事業の円滑な遂
行を図る。

・研修会･講演会･視察会･催
事　12回　参加者延　1,561
人
・会議　164回　参加者延
1,804人
（上記事業参加人数延
3,625人）
・催事(夏まつり、新年会）
2回　214人

若手経営者・
後継者等

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

消費税軽減税率制
度導入への対応が
必要であるため、
引き続き事業を実
施していく。

目標
数値

60
実績
数値

219
目標
数値

144

指標
個別指導延参加者数 講習会、個別相談、パン

フレット配布等の活動を
通じて、消費税軽減税率
制度の周知や事業所にお
ける導入準備・対策構築
等を図ることが出でき
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
146

消費税軽減税率対
策窓口相談等事業

平成31年10月に消費税率
10％への引き上げと同時
に、わが国初の消費税軽減
税率制度導入に備え、事業
者が混乱することなく準備
し、消費税率引き上げ分を
円滑・適正に価格に転嫁で
きるよう、相談窓口の設置
やパンフレット等による周
知、講習会の開催等の経営
支援を行う。

講習会開催回数及び受講者
数
・集団　  2回　参加者延
219人
・個別　146回　利用者延
146人 小規模事業者

等

指標
集団指導延参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

経営環境の変化に
合わせて企業ﾆｰｽﾞ
の高い指導を行
い、受講者等の満
足度を高めるよう
引き続き事業を実
施していく。

○

目標
数値

970
実績
数値

999
目標
数値

790

指標
個別指導延参加者数 講習会を通じて、小規模

事業者が経営に必要な知
識を身に付け、経営基盤
の安定強化を図ることが
できた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
528

講習会事業 管内事業者の大多数を占
め、管内商工業の基盤をな
す小規模事業者及び中小企
業者の経営基盤の安定強化
を図るため、個別あるいは
集団を対象とした講習会を
階層別、職能別、分野別に
区分して幅広く開催する。

講習会開催回数及び受講者
数
・集団　53回　参加者延
999人
・個別　171回　利用者延
528人

小規模事業者
等

指標
集団指導延参加者数

経営改善普及事業
の柱となる事業
で、記帳能力の向
上を図るほか、経
営改善にも資する
ため、引き続き実
施していく。

○

目標
数値

210
実績
数値

233
目標
数値

実績
数値

自主記帳能力の向上と記
帳の合理化が図られた。
記帳をすることにより経
営の改善だけでなく金融
面・税制面の施策を受け
ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

記帳指導 記帳は経営改善の前提であ
り、金融面・税制面の施策
を受ける基礎となる。この
ため、記帳から決算・申告
まで継続した指導を行い、
自主記帳能力の向上を図
る。また、記帳の合理化を
図るため、記帳の機械化を
推進する。

・記帳指導企業数　233事業
所
・記帳指導日数　　 1,287
日
・記帳指導延回数　3,953回 小規模事業者

指標

記帳継続・代行指導受講者
数

指標

目標
数値

2,900
実績
数値

2,667
目標
数値

100

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者支援
の柱となる事業で
あり、経営改善意
欲のある企業を発
掘して重点的に指
導していく。

○
巡回・窓口相談指
導事業

管内事業者の大多数を占
め、管内商工業の基盤をな
す小規模事業者の経営基盤
の安定強化を図るため、巡
回及び窓口において相談・
助言・指導を行う。
【巡回指導】
1.各種実施事業の相乗・波
及効果を高めるため、対象
企業への啓発からフォロー
までを行う。
2.小規模事業者への施策の
普及のため、5年以上未接触
の事業所を訪問する。

・巡回指導
　（実企業数　485社）
　（内非会員　85社）
　（延べ件数　751件）
　（内非会員　99社）
・窓口相談
　（実企業数　952件）
　（内非会員　214件）
　（延べ件数1,916件）
　（内非会員　370件)
・課題解決提案件数　117件
・経営革新計画承認　13件

小規模事業者

指標
巡回窓口指導延件数

指標
課題解決提案件数 巡回及び窓口での相談・

助言・指導と各種支援施
策の活用により、小規模
事業者の経営基盤の安定
強化が図られた。

実績
数値

117

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 岡崎商工会議所

得られた効果 備考

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 100.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 119.8 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.5 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 84.8 ％） （達成度 100.4 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 269.6 ％） （達成度 76.8 ％） Ａ Ａ 両方現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

製造業のニーズを
把握し、製造業の
ためになる事業を
継続して実施す
る。

○

目標
数値

790
実績
数値

2,130
目標
数値

2,000

指標
来場者数 社員の技能・技術向上、

生産現場の改善などによ
り中小製造業の競争力強
化を図ることができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
1,536

商工業振興事業
（ものづくり推進
事業）

中小の製造業では技術力向
上と販路開拓が経営改善の
重要なポイントになる。そ
れを実行するためには、社
員の技能・技術の向上、生
産現場の改善、新製品開
発、新たな生産方法等の取
組を行って競争力の強化を
図ることが必要となるた
め、これらを支援する事業
を実施し、中小製造業の活
性化を図る。

①技術･販路等課題解決支
援：延941社②ものづくり情
報提供：延838社③ものづく
りﾈｯﾄﾜｰｸ：延187社④ものづ
くフェア：延164社⑤岡崎の
伝統産業を観光客に紹介す
る「城下町わざ工房たくみ
庵」の実施　（桜まつり・
藤まつり他10日間　来場者
数1,536人）

小規模事業者
等

指標
利用企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

調査結果は経営指
導の参考になると
ともに、企業の経
営にも役立つた
め、引き続き事業
を実施していく。

○

目標
数値

100
実績
数値

84.8
目標
数値

55,000

指標

大型点販売同行調査実施回
数

地域の中小企業の経営状
況を捉えることにより、
経営指導の参考にするこ
とができた。また、本所
の経営改善事業活動のほ
か、行政への要望活動の
参考にも利用した。
また、各種施策をＰＲす
ることで利用促進を図
り、経営の安定・改善に
つながった。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値
55,200

調査・広報事業
（各種調査事業）

管内中小企業等の景気動向
などを総合的に調査の上、
把握することにより、今後
の中小企業施策ならびに経
営指導の参考にするととも
に、中小企業に対し経営情
報として提供する。
また、中小企業者にとっ
て、経営改善につながる情
報は企業経営の面において
も重要な情報であるため、
各種施策の紹介や利用者の
声、経営改善の成功事例等
の情報提供を行う。

中小企業景況調査(4回、回
答率84.8％)。LOBO調査(12
回、回答率86.7％)。大型店
販売動向調査(12回、回答率
100％)。岡崎市内景況調査
(4回、回答率46.1％）。調
査結果を中小企業へ郵送・
FAXするなどして情報提供し
た。
また、機関紙である会報等
によって、マル経はじめ融
資制度や経営改善に資する
各種情報を提供した。
(4,350部×10回・5,850部×
2回)

小規模事業者
始め市内の中
小企業者等

指標
中小企業景況調査の回答率

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

企業経営の基盤で
ある人材の育成に
役立つ事業である
ため、引き続き事
業を実施してい
く。

目標
数値

2,200
実績
数値

2,300
目標
数値

指標

受検勉強・受検を通じた
個々の能力の向上によ
り、業務の効率化や生産
性の向上が図られ、企業
の成長につなげることが
できた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

人材育成事業
（検定等支援事
業）

企業が厳しい経営環境に対
応し、成長するには、競争
力の源である人材の育成が
重要である。そこで、企業
の生産性を上げるビジネス
スキルが身につく各種検定
試験等を実施して企業の教
育訓練を支援し、企業の成
長力につなげる。

受験者数：簿記1,319人、ｶ
ﾗｰｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ30人、販売士59
人、ﾋﾞｼﾞﾈｽ実務法務60人、
日商ＰＣ36人、福祉住環境
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ74人、珠算能力
238人、環境社会(eco)75
人、ビジネスマネジャー35
人。
延べ受験者数2,300人。

中小・小規模
企業の事業

主・従業員等

指標
延受検者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

事業主の事務負担
と一人親方の生活
不安の軽減のた
め、引き続き事業
を実施していく。

目標
数値

450
実績
数値

539
目標
数値

指標

事業主の事務負担を大幅
に削減する一方で労働保
険制度を有効に活用でき
た。
建設業一人親方の特別加
入が容易にできるように
した。 総

合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

労働保険事業
（労働保険事務組
合・建設業一人親
方労災組合事業）

事業主に代わって各種届出
等労働保険の事務を処理す
ることで中小企業事業主の
事務負担を軽減するととも
に、労働保険の適用促進及
び各種制度の推進を図る。
また、建設の事業に携わる
一人親方においては、元請
事業者等から特別加入制度
への加入が要請されてい
る。そこで、建設業一人親
方の特別加入団体を設置し
て、特別加入制度への加入
促進を図ることにより不慮
の災害による生活不安の低
減を図る。

・中小事業主の労働保険事
務の代行　委託事業場数：
350
・建設業一人親方の労働保
険事務　団体構成員数：189

中小・小規模
事業者

指標

・委託事業場数
・団体構成員数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

中小企業の連鎖倒
産等の危機に直面
することも想定
し、引き続き事業
を実施していく。

目標
数値

2
実績
数値

2
目標
数値

指標

特別相談を実施すること
により、中小企業者の資
金繰りの安定化・企業再
建を図り、倒産を未然に
防ぐことができた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

経営安定特別相談
事業

中小企業の経営が悪化し
て、連鎖倒産の危機に直面
した場合や大型倒産あるい
は突発的災害が発生した場
合には緊急対策相談を行
い、中小企業者の倒産を未
然に防止する。

・特別相談（2件）
・緊急対策相談（0回）

小規模事業者

指標
特別相談件数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 岡崎商工会議所

得られた効果 備考

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 60.0 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｃ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 82.4 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 104.5 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 105.0 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 上げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ａ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 95.8 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 下げる

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ｂ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者の経
営力向上と業界の
経営課題の解決に
効果のある事業で
あるため、今後も
積極的に実施して
いく。

目標
数値

2,300
実績
数値

2,204
目標
数値

指標

各業種における経営課題
に対し、適切な解決が図
られたほか、交流による
ネットワークづくりがで
きた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

部会事業

経営課題には、業種毎に特
有なものがあり、その解決
には、業種毎の取組が有効
である。業種毎の研修会、
説明会、講演会、視察、交
流等を行うことにより、各
業種の適切な改善を図る。

①商業部会②食品･ｻｰﾋﾞｽ部
会 ③情報文化部会④工業部
会⑤建設部会⑥機械金属部
会⑦交通部会⑧理財部会。8
部会合計例会延参加者数
2,204人

小規模事業者
等

指標
例会参加者数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

現行の実施内容の
充実を図って、学
生・求職者の企業
に対する理解を深
めるとともに、企
業の採用活動への
サポートを強化す
る。

○

目標
数値

200
実績
数値

210
目標
数値

指標

人材の採用を希望する企
業の各種情報の発信と合
同企業説明会の開催によ
り、求職者と企業のマッ
チングを図ることができ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

雇用促進事業 事業所の継続・繁栄には優
秀な人材の確保が重要であ
る。
そこで、求職者に対し、企
業活動や採用情報を具体的
かつ継続的に発信し、事業
所の採用活動をサポートす
る。

・企業延支援件数：210件
・合同企業説明会　8回　参
加者延人数:1,435人
・業界研究会　2回　参加者
数68人

・小規模事業
者等

・大学・短期
大学・専門学
校等の学生及
び一般求職者

指標
登録企業数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後も地域経済の
活性化に資するた
め、中小・小規模
企業で構成する諸
団体事業について
助言・支援活動を
積極的に行う。 ○

目標
数値

515
実績
数値

538
目標
数値

指標

地域に根ざす団体の活性
化を支援することで、地
域経済の活性化に資する
ことができた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

産業団体等支援・
指導事業

中小・小規模企業で構成す
る諸団体の事業活動に対し
て助言・支援活動を行うこ
とで、地域に根ざす団体の
再活性化を図り、もって地
域経済の活性化に資する。

①岡崎市商業団体連合会
（会議回数1回14人）②出会
いの駅おかざき推進協議会
（会議回数2回29人）③
NPO21世紀を創る会・みかわ
（理事1回18人、総会1回26
人）④三河中央エリア経済
会議（会議1回10人）⑤ＧＯ
Ｎ会議（会議11回86人）⑥
おかざき匠の会（勉強会開
催12回315人）⑦岡崎ものづ
くり推進協議会（会議回数1
回40人）延参加者数538人

左記各団体を
構成する小規

模事業者

指標

参加延人数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

一層の知名度向上
に向け、PR等に努
める

目標
数値

51
実績
数値

42
目標
数値

指標

全国からの受験合格者
に、地元産物・店舗等の
特典一覧を配布するな
ど、知名度の向上と来店
者の増加に効果があっ
た。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

観光振興事業 岡崎生誕の徳川家康公や八
丁味噌、石工業に代表され
る伝統産業などの岡崎固有
の地域観光資源に光を当
て、観光まちづくりを推進
することにより、地域の賑
わい創出を図る。

・岡さんぽの実施（実施回
数42回参加者数661人）

観光関連事業
者及び伝統産
業・地場産業
関連事業者

指標
実施回数

実
施
側
の

事
業
評
価

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

今後とも継続的に
魅力ある店づく
り、まちづくりを
目指した活動を積
極的に推進する。

○

目標
数値

725
実績
数値

694
目標
数値

主要事業の参加店数
指標

商店街すごろく事業やま
ちゼミ事業に取り組むこ
とで、自店への集客を考
えるヒントを与え、また
今後のまちづくりに対す
る意識付けをすることが
できた。

総
合
評
価

Ａ

実績
数値

商店街・まちづく
り事業

１．厳しい状況にある小規
模店の現状を打破すべく、
魅力あるまちづくり・個店
づくりを推進する。
２．中心市街地における賑
わいを創出する事業を推進
する。
　こうした活動に積極的に
取り組むことにより、全市
的な地域活性化を図る。

・商店街活性化事業（商店
街すごろく事業参加店数36
店、おかざき駅前ゼミ参加
店数延21店）
・地産地消事業（セレク
ション認定事業所数　加工
食品16社、飲食店17社）
・ファーマーズマーケット
出店延業者数（604社）

主に商店街等
の商業・サー
ビス業の小規

模事業者

指標

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

販路開拓に有効な
事業のため、引き
続き新たな参加企
業を呼びかける。
先方の希望で「も
のづくりフェア
（延164社参
加）」等の本事業
以外の商談会へ出
展のケースもある
ため、アライアン
スパートナー発掘
市を含めた企業の
ニーズに適した商
談会への出展を呼
びかける。

○

目標
数値

30
実績
数値

18
目標
数値

指標

今まで付き合いのなかっ
た企業との出会いと商談
のチャンスが得られ、販
路開拓・受注増につな
がった。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

商談会事業
（アライアンス・
パートナー
発掘市2018）

先行きが不透明な経済情勢
の中、売上･利益を確保する
ためには各事業者が新たな
受発注の仕組みを構築する
必要がある。このため、ビ
ジネスの関わる幅広いビジ
ネスマッチング事業を実施
し、岡崎市内の事業所の活
性化を図る。

・エントリー企業：18社

小規模事業者
等

指標
エントリー企業数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。



団体名： 岡崎商工会議所

得られた効果 備考

平成３０年度事業実績報告の概要（小規模事業経営支援事業費補助金関係）

事業名 事業概要（背景・目的） 事業実績
主たる
対象者

事　業　評　価

目　標① 目　標② ＡＢＣＤ評価 今後の展開・改善点等

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 208.6 ％） （達成度 ％） Ｂ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ａ Ｂ 現行どおり

自己評価 満足度 補足 目標

（達成度 96.7 ％） （達成度 ％） Ａ Ｂ 現状維持

目標達成度 必要性 実施方法

Ｂ Ａ 現行どおり

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

企業の福利厚生の
充実に大きく寄与
するものであるた
め、引き続き実施
していく。

目標
数値

1,160
実績
数値

1,122
目標
数値

指標

共済制度の普及・拡大に
より、事業主への保障と
従業員の福利厚生の充
実・向上を図ることがで
きた。

総
合
評
価

Ａ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

福利厚生事業

経営と雇用の持続的な安定
のため、共済制度の普及・
拡大による福利厚生の充実
を図り、企業の健全な育成
に資する。

・団体保険共済加入事業所
数　1,122
・従業員退職金共済加入事
業所数　323
・各種大型保険の加入促進

中小・小規模
事業者

指標
団体保険共済加入事業所数

事
業
者
へ
の

調
査
結
果

小規模事業者の経
営基盤の安定強化
につながる重要な
活動であるため、
引き続き実施して
いく。

目標
数値

70
実績
数値

146
目標
数値

指標

企業ﾆｰｽﾞに合った経営支
援の事業計画を行い、そ
の実施により経営基盤の
安定強化が図られた。ま
た、行政庁への意見・要
望の結果、中小企業施策
等の充実を図ることがで
きた。

総
合
評
価

Ｂ

実
施
側
の

事
業
評
価実績

数値

委員会事業

経営支援を効果的に行うた
めには、経営支援の事業を
企業ニーズに合わせる必要
がある。そのため、企業が
主体となって、経営支援の
ための事業企画を行うほ
か、行政庁へ中小企業施策
の意見・要望を行い、経営
支援事業の充実を通して小
規模企業者の経営基盤の安
定強化につなげる。

①運営委員会②企画政策委
員会③ものづくり委員会④
まちづくり委員会⑤徳川家
康公顕彰事業。5委員会合計
延出席者数146人

小規模事業者
等

指標
委員会参加者数

　　※　経営発達支援事業として認定を受けた事業については、備考欄に○を付しています。
　　※　事業評価欄において、１つの事業で目標が２つある場合、目標達成度の評価は２つの平均となります。
　　※　記載内容についての詳細資料は、各団体において整備しています。


